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① 本表

②

別記様式第17号（押印不要）

・変更届出書の備考欄には「送出機

関と締結した契約書（協定書）、附

属覚書などの写しについては全て提

出しております。」等と記載してく

ださい。

③

様式は別紙の凡例を参照してくださ

い。

（国名と送出機関名を必ず記載する

こと）

④

・日本語版と現地語版の双方を提出

してください。

・送出管理費の支払に使用する送出

機関、監理団体双方の銀行口座情報

を記載してください。

・違約金等に該当する定めがないか

確認してください。違約金を受け取

ることや監理費以外の手数料を受け

ることを約する定めは違法となりま

す。

⑤

・日本語版と現地語版の双方を提出

してください。

⑥

機構のホームページの「送出国情報

→外国政府認定送り出し機関一覧」

より最新の認定状況を確認し該当

ページを出力してください。

該当する送出機関に目印を付けてく

ださい。

□

契約書（協定書）附属覚書の写し

その他契約書の写し（外部講習委託契約書など）

（送出機関との間で締結した契約書（協定書）、附属

覚書などすべて提出）

□
外国の送出機関の追加（変更届出書）の提出書類一覧

□
変更届出書

□

送出機関一覧

（変更前後の送出機関一覧など、追加する送出機関や

削除する送出機関を明示した全ての送出機関の一覧）

□

監理団体と送出機関との間に締結された契約書（協定

書）の写し

□

監理団体名：

（許可番号：許　　 　　00　　　　）（許可日　　　　／　　　／　　　）

番号 チェック 必要な書類 備考

外国政府認定送出機関リストの該当ページ

（送出国政府との間に二国間取決めがされている国の

送出機関の場合必須）

外国の送出機関の追加（変更届出書）の提出書類一覧

送出国政府との間に二国間取決めがされた国の送出機関の場合、①～⑤と⑥

の書類を提出してください。

中国やネパールなどの送出国政府との間に二国間取決めがされていない国の

送出機関の場合、①～⑤と⑦～⑫の書類を提出してください。

新たな国又は地域から技能実習生を受ける場合や新たな言語を追加する場合、

⑬を提出してください。

︕



番号 チェック 必要な書類 備考

⑦

参考様式第２－９号（押印不要）

原本を提出してください。

⑧

現地語、日本語訳の両方が必要で

す。

⑨

現地語、日本語訳の両方が必要で

す。

⑩

参考様式第２－10号（押印不要）

原本を提出してください。

⑪

参考様式第２－11号（押印不要）

原本を提出してください。

⑫

参考様式第２－12号

押印のある原本を提出してくださ

い。

⑬

参考様式第２－１号（押印不要）

通訳人が常駐していない場合いつで

も対応可能である旨の記載をしてく

ださい。

通訳人の通訳能力、在日年数等の記

載をしてください。

通訳業務委託契約書や雇用通知書の

写しを提出してください。

※

※

※

※

登録済みの送出機関の住所や代表者が変更された場合、送出国政府との間に二国間取決めがされてい

る国の送出機関については届出不要ですが、送出国政府との間に二国間取決めがされていない国の送

出機関については①～③と⑦の書類を提出してください。

登録済みの送出機関の名称が変更された場合、送出国政府との間に二国間取決めがされている国の送

出機関については①～③と⑥の書類を、送出国政府との間に二国間取決めがされていない国の送出機

関については旧名称から新名称へ名称変更を行った旨記載された押印のある書類の写しを提出してく

ださい。

登録済みの送出機関との間で締結している契約書（協定書）や覚書について内容の変更が生じた場

合、新たに契約書（協定書）や覚書を締結していただきますが、機構への変更届出は不要です。

□

外国の送出機関の概要書

（送出国政府との間に二国間取決めがされている国の

送出機関の場合は提出不要）

申請者の概要書

（新たな国又は地域から技能実習生の送出しを受ける

場合や新たな言語を追加する場合に提出）

□

外国の送出機関が徴収する費用明細書

（送出国政府との間に二国間取決めがされている国の

送出機関の場合は提出不要）

□

監理団体の許可に関する外国の送出機関の誓約書

（送出国政府との間に二国間取決めがされている国の

送出機関の場合は提出不要）

□

外国の送出機関の推薦状

（送出国政府との間に二国間取決めがされている国の

送出機関の場合は提出不要）

登録済みの送出機関を削除する場合は①～③の書類を提出してください。

□

外国の送出機関の登記や登録がされていることを証す

る書類の写し（営業許可書、登記簿、営業謄本など）

（送出国政府との間に二国間取決めがされている国の

送出機関の場合は提出不要）

□

外国の送出機関が技能実習に関する事業を適法に行う

能力を有する書類の写し（対外労務合作経営資格証

書、ライセンスなど）

（送出国政府との間に二国間取決めがされている国の

送出機関の場合は提出不要）

□



別紙 

送出機関一覧（凡例） 

1 件目 

外国の 

送出機関 

①氏名又は名称 
 

②外国政府認定送出機

関リスト No, 

※二国間取決めがされ

ている場合 

 

③送出機関の国名  

④変更年月日  

2 件目 

外国の 

送出機関 

①氏名又は名称 
 

②外国政府認定送出機

関リスト No, 

※二国間取決めがされ

ている場合 

 

③送出機関の国名  

④変更年月日  

3 件目 

外国の 

送出機関 

①氏名又は名称 
 

②外国政府認定送出機

関リスト No, 

※二国間取決めがされ

ている場合 

 

③送出機関の国名  

④変更年月日  

4 件目（今回削除） 

外国の 

送出機関 

①氏名又は名称 
 

②外国政府認定送出機

関リスト No, 

※二国間取決めがされ

ている場合 

 

③送出機関の国名  

④変更年月日  

5 件目（今回追加） 

外国の 

送出機関 

①氏名又は名称 
 

②外国政府認定送出機

関リスト No, 

※二国間取決めがされ

ている場合 

 

③送出機関の国名  

④変更年月日  

 


	20210701_外国の送出機関の追加（変更届出書）.xlsx.pdf
	Microsoft Word - 別紙送出機関一覧.pdf



